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1. はじめに 

液状化現象は 1964 年の新潟地震以降, 地震時の液状化

による被害が広く認識されるようになり, 国内外の数多

くの技術者, 研究者によってそのメカニズムが研究され, 

液状化対策が取られるようになった. 

南海トラフ地震の近い将来の発生が危惧される現在で

は地震や津波などのハザード評価と同様, 液状化危険度

推定も行われており, どこの誰でも予測された情報を入

手することができるようになっている. しかしハザード

マップは現在でも広く普及しているとは言えず, 人々の

生活に浸透しきれていないのが現状であり, 自然災害に

対する危機感, 我が事感の低さがうかがえる. そこで本

研究では液状化のハザードマップの説明力向上により

人々に自然災害に関するより大きな危機感や我が事感を

持たせることを目標にしている.  

 具体的には, 液状化マップ作成の基盤となる過去の液

状化被害の分析や現液状化評価手法の整理とその課題抽

出を行うとともに, 液状化ハザードに対する説明力の向

上を目指した新たな液状化マップの作成とアンケート調

査によるその有効性について検証した.  

2. 過去の液状化被害の分析 

本節では過去に起きた代表的な液状化被害についてま

とめた.  

地震動に特徴があったり, 地盤に特徴があったりする

がやはり干拓地や埋立地など人工造成地での被害が顕著

に発生するということは共通していえることが分かった.  

東北地方太平洋沖地震によって起きた液状化被害の関

東地方での被害に関するデータが他の地震に比べデータ

が多く集められたためこの地震での液状化被害について

考察する. 

「東北地方太平洋沖地震による 関東地方の地盤液状化

現象の実態解明報告書」1) のデータを自らでまとめた. 

183 箇所分の調査票がある. 以降で液状化の発生面積と

被害程度という言葉が出てくる. 表 1, 表 2 に定義を示

す.  

表 1 液状化発生面積 定義 

表２ 液状化被害程度 定義 

 

液状化被害程度と各調査箇所の最寄りの地震観測点にお

ける震度の関係を図１に示す.  

 図１では近傍

での震度が５弱

から液状化発生

が急増している

ことが分かる.  

 被害程度大は

数値的に見れば

５強が一番多い

が母数が他より

多いというだけ

で割合の高さでみれば６弱で被害程度が大きくなってい

るため, 震度 6 弱で液状化被害が甚大になることが多い

と言える.  

次に継続時間と最大加速度と被害程度の関係を図 2 に

示す.  

 最大速度と継続時間と被害程度の関係を図 3に示す.  

 最大速度も最大加速度も途中まで継続時間に比例に近

い関係を示した. 液状化が起きれば地盤のせん断抵抗が

失われるため加速度は減少するので加速度と被害程度の

図１ 被害程度と震度の関係 

なし 小 小~中 中 中~大 大 

図 3 継続時間と最大速度と被害程度の関係 

なし 小 小~中 中 中~大 大 

図 2 継続時間と最大加速度と

被害程度の関係 

液状化発生面積 定義
大 面的に広範囲に液状化が発生
中 5箇所以上だが、面的には限定的な発生
小 5箇所以下程度の発生箇所
なし 発生見られず

被害の程度 定義
大 復旧に時間がかかるような大きな変形が発生、または、箇所的に多い場合

中～大
中 中程度の被害

小～中
小 復旧が容易な被害、または、箇所的に少ない場合
なし 被害がみられない



関係はあまり見られず, 速度と継続時間のグラフの方が

被害程度の高さとも相関が高いと言える. その一方で現

在は地表面での加速度を用いた液状化予測が多く行われ

ている.  

3. 一次元液状化解析の結果分析 

現状の液状化の予測・解析には様々な手法があり, 簡便

なものから複雑なものまで多岐に渡る.  

今回は有効応力解析の中でも比較的扱いやすくオープ

ンソースがある一次元有効応力解析 YUSAYUSA２) を用

いて液状化解析の現状について考察した.  

有効応力解析の中でも比較的扱いやすい YUSAYUSA

ですら数多くの地盤データを必要とする. その中で今回

は用いる骨格曲線を双曲線モデルと RO モデルの２通り

使い解析結果の違いを確認した.  

双曲線モデルの特徴としては, ひずみが大きくなると

せん断応力がせん断強度に漸近するようになっているこ

とである. またひずみが基準ひずみのとき応力がせん断

強度のちょうど半分になるようになっていて, 剛性が初

期剛性の半分になることも特徴の一つである.  

 ROモデルの特徴としては双曲線モデルより剛性低下率

とせん断ひずみの関係が反映されているがすべてのひず

みレベルでフィッティングすることはできない. 特にひ

ずみが大きくなるとせん断応力も無限に大きくなること

は実挙動とは異なる点で注意する必要がある. 用いた地

盤データを表３に示す.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでは 2011 年東北地方太平洋沖地震の石巻で得られ

た地震波を用いて解析を行った.  

 各層の応答加速度と応答速度の結果が異なっていたた

め過剰間隙水圧比を確認した. 双曲線モデルと RO モデル

での過剰間隙水圧比を図 4 に示す.  

HD モデルでは第 4 層の過剰間隙水圧比がほとんど１

まで上昇し, 液状化が起きていることが分かる. 一方で

RO モデルでは第 4 層で過剰間隙水圧比の上昇はみられる

が液状化を起こすほどではない. モデルの違いだけで解

析結果も変わっている.  

図 5 に双曲線モデルの場合と RO モデルの場合の変位を

示す. 変位の仕方は違うが全体的に見れば変位量の差は 5 

cm も無い.  

結論として 1 つの違いで結果が大きく変わることがあ

り, 液状化現象に関する十分な知識を有していないと扱

うことが難し

いのが一次元

有効応力解析

の現状だと考

えられる . も

ちろん今回扱

ったものの他

にも様々な構

成則が提案さ

れているがい

ずれも使い方

や目的にあっ

たものを適切

に選択し扱わ

なければいけ

ない.  

 将来的にデ

ータが充実す

れば解析に基

づいた予測図

にすることで

既存の抽象的

な予測より液

状化対策には

有効的になる

と考えられる. 

しかし, 現状

では広域でハ

ザードマップ

用に解析を用

いるにはデータが足りないことが大きな課題となってい

る.  

4. 液状化ハザードマップの作成 

4.1. 既存の液状化マップについて 

地震によりその土地が揺れた場合の液状化の危険 (影

響) の度合いを地図上に色づけして塗り分けたもの. 地域

の液状化の危険性がどの程度あるかを知ることができる.  

 地震の揺れの強さの仮定の仕方として, 「震度 5 強」の

ように, 対象地域全域に対して一定とみなしているもの

と, 震源と地震の規模 (マグニチュード) を想定した地震

が起きた場合, その場所がどれだけ揺れるかを計算して, 

その揺れによる液状化現象の発生危険度を表したものの

二通りがある. 他には液状化による沈下量をマップ化し

たものもある. 既存の液状化マップの特徴を表4に示す.  

 

表 3 試算用地盤データ 

図 4 過剰間隙水圧比 

（上 HD モデル 下 RO モデル） 

図 5 変位 

（上 HDモデル 下 ROモデル） 

表 4 既存液状化マップの特徴 



4.2. 沈下量を用いた液状化マップ作成 

 既存の液状化マップの中で唯一定量的な評価である沈

下量に着目した.  

また, マップを見た人がよりいっそう我が事感をもつ

ということを考えれば身近に起こりうる被害を見せるこ

とが効果的ではないかと考えた.  

以上の二つの点から人の生活には切っても切り離せな

い住宅についての液状化リスクマップの作成を提案する. 

定量的で住宅に関する指標として建物傾斜量があり, そ

れに関してのマップを作成した. また傾斜からもう一歩

我が事感を意識した健康被害に関するマップも作成した. 

沈下量の算出法は建築基礎構造設計指針に示されてい

る補正 N 値とせん断ひずみの関係を用いて算出している. 

基本となる地盤沈下量の推定式を式（１）に示す.  

S = Σ ( Hi × εvi )  (1) 

S は沈下量, Hi は層厚, εvi はひずみである.  

一つ目の建物傾斜マップは安田ら３) によって明らかに

されているめり込み沈下量と傾斜の関係を用いてハザー

ドマップを作成した.  

国交省が公表する資料の中に建物傾斜の概算でめり込

み沈下量を地盤沈下量に変えて概算する手法を用いてお

り, それに倣い地盤沈下量を採用した. 推定式を式（に

示す.  

θ = 0.13 × S (2) 

 θは傾斜角 (1/1000), S はめりこみ沈下量 ( mm ) 

ハザードマップでの表現としては内閣府の被害認定４) 

にならい, 建物の被害程度で表現した.  

作成した建物傾斜マップを図 6に示す.  

大規模半壊

以上の被害が

多く出る結果

となった. め

り込み沈下量

の代わりとし

て深さ 20 ｍま

で計算してい

る地盤沈下量

を用いている

ため被害は大

きめの予測に

なっていると考えられる. 

二つ目は時松ら５) によって明らかにされている地盤沈

下量と建物傾斜の関係を用いてハザードマップを作成し

た. これは東北地方太平洋沖地震の関東地方で得られた

データをもとに地盤沈下量と建物傾斜が関係づけられて

いる.沈下量毎に被害割合が与えられている. 半壊以上の

被害割合をハザードマップとして表した. 図 7 に二つ目

の傾斜マップを示す. 半壊以上の被害で見れば 25％以下

のメッシュがほとんどになったが, この割合の見せ方・伝

え方次第で印象が大きく変わることに注意したい.  

作成した傾

斜マップの予

測の精度の確

認として被害

棟数の比較を

行った. 計算

結果を表 5 に

示す.  

 

結果としてめり込み沈下量と傾斜の関係から被害棟数

を算出した場合は他の二つに比べて大きくはずれた数値

となった. これはメッシュ内の建物が全てメッシュの被

害判定と同じ被害として計算されているため大きな数値

となっている.  

 一方で地盤沈下量と傾斜の関係から被害棟数を算出し

た場合は, 愛知県は住宅棟数だけで 350 万棟以上あるこ

とを考慮すれば, 半壊以上の被害棟数でみたとき概ね一

致していると考えられる.  

4.3. 液状化マップにまつわるアンケート 

4.3.1 名古屋市でのアンケート 

名古屋市の液状化危険度マップや, 建物傾斜マップを

見て頂き危機感の感じ方やマップに加えてほしい情報に

ついての調査を行った.  

名古屋大学の建築学生や街の方を対象に計 48 名に回答

をいただいた. 標本は大きく 3 つのグループに分けられ, 

名古屋大学建築学生 29 人, 名古屋大学減災連携研究セ

ンター研究員 7 人, 街頭調査 12 人 である. 今回は

A.液状化危険度マップ, B.液状化沈下量マップ, C.液状化

沈下による建物半壊リスクマップ, D.液状化による健康被

害リスクマップの４つを見ていただいき, 自分が名古屋

市に住むという想定で 4 つのマップそれぞれの液状化に

ついての危機感の感じ方など 11 の質問に答えてもらった. 

４つのマップを図 8に示す.  

右の 4 つ

の液状化マ

ップを見て

一番液状化

に対して危

機感をもつ

マップはど

れか聞い

た. 結果を

図 9 に示

す.  

図 6 めり込み沈下量と建物傾斜の

関係を用いた住宅被害マップ 

図 7 地盤沈下量と建物傾斜の関係

を用いた住宅被害確率マップ 

表 5 被害棟数比較 

図 8 アンケート資料 名古屋マップ 



A の液状化

危険度のマ

ップをみて

危機感が高

まると回答

した人が一

番多く 31 人

で 6割以上が

Aのマップと

回答した.  

一番危機感を感じるマップの選んだ理由を回答しても

らった. B, C, D は回答数が少ないため一つにまとめて表示

する. 結果を図 10 に示す.  

A の液状化危

険度マップで危

機感を一番感じ

ると答えた人の

約 55％がマップ

の色使いから判

断しており, ハ

ザードマップに

おける色使いの重要性を改めて感じた.   

 一方で B～D のマップを選んだ人の理由としては 80％

以上が被害を想像しやすいという理由から選択しており, 

人への影響を示すことで危機感を覚える人がいて, その

ような情報を提供することの重要さが見えた.  

 色使いから想像する曖昧な危険ではなく, 被害が想像

出来る情報でマップを作成することでマップでの液状化

リスクの説明力は向上したと考えられる.  

4.3.2 一宮市でのアンケート 

 愛知県一宮市でも同様の液状化マップに関するアンケ

ートを 50 人に行った. 対象に男性 19 人, 女性 31 人であ

る. 図 11 を見ながらアンケートに回答していただいた.  

 名古屋市

でのアンケ

ートの時に

比べ C のマ

ップは色使

いの変更を

した . それ

ぞれのマッ

プを見たと

き液状化対

策をしよう

と思うか調査した. 結果を図 12 に示す. 名古屋市でも同

様の質問をしたがその時と比べ C のマップをみて対策を

取ろうと思う人の割合は増加した. 一方で B, D のマップ

では名古屋市と同じような回答結果となった.  

 A のマップをみて対策をしようと強く思う人より C の

マップをみて対策をしようと強く思う人が多く, 身近な

液状化リスクを示すことで液状化対策に対する意識は向

上したといえる.  

 名古屋市でのアンケートと同様に液状化マップを見て

一番液状化に対して危機感をもつマップはどれか聞いた

ところやはり A の液状化危険度マップを色が目立つとい

う理由で選ぶ人が 17 人で一番多かった. ただ C の液状化

沈下による建物半壊リスクマップの色使いの改善で C の

マップを選択する人が増えた. やはり色使いに気を使い

ながら身近なリスクを提示することは液状化など災害に

対する意識向上には必要だとわかる.  

5. まとめ 

 地震の特徴や地盤の特徴がそれぞれあるが, 共通して

人工造成地での被害が話題となること多いと言えること

と, 液状化はいくつかの要素を複合的に捉えなければい

けないと改めて理解することが出来た.  

一次元有効応力解析 YUSAYUSA を用いて, 一次元有効

応力解析の現状について考察した. 扱う情報の少しの違

いで結果が大きく変わることが示すことが出来た.  

最後に我が事感に着目した新たな液状化マップの作成

を提案した. 被害棟数の観点で見れば地盤沈下量と傾斜

の関係の方が現状ではハザードマップに適していた.  

作成したハザードマップについてアンケートを実施し, 

結果として多くの人が危機感を最も感じるのは液状化危

険度マップであった. ただ色使いによって危機感を感じ

る人が多く, 液状化による半壊確率マップでは被害を想

像しやすく危機感を感じると答えた人が多かったためこ

の二つのハイブリッドが危機感を持ってもらうマップと

して一番効果的であると考えられる.  
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図 9 「どのマップが危機感を強く

持たせるのか」回答結果 
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図 10 選択理由の回答結果 

図 11 アンケート資料 一宮マップ 
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図 12 「マップを見て液状化対策しようと思うか」回答結果 


